
3）業務の手引き（案） 

今年度の事業実施で得られた知見をもとに、次年度の事業実施の際に活用することを意図

し、詳細な業務の手順を、「業務の手引き（案）」として取りまとめた。

県外自主避難者等への情報支援事業 

業務の手引き（案） 
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1． 情報提供事業（ニュースレターの発行・提供）

1.1  目的

 インターネットを利用できない環境にいる避難者にも、避難元や避難先の情報を提供

する。

1.2  第 1 回ニュースレター 

1.2.1 支援希望者の確認

 最初に、ニュースレターの定期的な送付を希望するかどうかを確認するために希望確

認を行う。

 希望確認は、事業管理者からの希望確認書の送付によって行う。

(1) 希望確認の対象

 希望確認の対象者は、福島県からの県外自主避難者のうち、総務省「避難者支援情報

システム」に登録されている者とする。

 情報提供は世帯単位で実施するため、同一人物の重複の解消や、同じ世帯で生活して

いる者の区別を済ませた状態のデータを、復興庁から事業管理者が借受ける。

 借受けたデータのうち、実際に利用する項目は表 1-1 のとおりである。

表 1-1 借受ける宛先データのうち実際に利用する項目 
分 類 項 目 注意事項

氏名 漢字

ふりがな

文字が識別不能で、漢字氏名が入力されていな

い場合があるため、ふりがなも控えておくこと。 
避難元住所 郵便番号 郵便番号がゼロから始まる地域は、表計算ソフ

トの設定によってはゼロが省略される恐れがあ

る。入力方式を「文字式」に変更しておくこと。 
都道府県 福島県からの避難者を対象としているため、福

島県のみである。

市町村 ―

番地など 番地や建物の情報は２列に分かれて入力されて

いる。入力内容は統一されていないため、個別

に確認して、郵便物の宛先として利用できない

情報は削除する。

避難先住所 郵便番号 避難元データに準ずる。

都道府県 支援対象とする避難先地域が該当する。

市町村 避難元データに準ずる。

番地など 避難元データに準ずる。

電話番号 電話番号 データが入力されていない場合がある。

郵便番号と同様に、入力方式に注意する。
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(2) 希望確認書の作成 

 避難者の希望確認書の返送をもって支援を希望したと判断できるように、予め避難者

の宛先が記入された状態で作成する。 
 宛先の内容に誤りや変更がある場合に正しい住所を記入する欄を設ける。 
 希望する情報分野など、事前に把握しておきたいニーズについての簡易な回答欄を設

けてもよい。 

(3) 希望確認書の発送 

 避難者が支援希望を判断するにあたり、ニュースレターの実物を同封するのが望まし

い。したがって、希望確認書は第１回ニュースレターに同封するかたちで発送する。 
 

(4) 支援希望者の確定 

 希望確認書の返送をもって確定することを基本とする。 
 ただし、以下に挙げる場合は個別に対応する。 
 

表 1-2 希望確認書の個別対応 
個別に対応する状況 対 応 

希望確認書に「支援を希望しな

い」旨が記入されている 
支援を希望しない方として、今後の資料送付を取

りやめる。 
支援対象地域外の住所が記入さ

れている。 
電話番号が判明している場合は電話連絡し、記入

者の意図を確認する。対象地域外に転居している

場合は、支援対象外となることを説明する。 
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1.2.2 資料構成 

表 1-3 第１回ニュースレターの資料構成 
資 料 概 要 印刷様式 

発送用封筒 以下の資料を発送するために必要な封筒 角 2 封筒 
送付状 資料の概要や連絡先を記載した資料 A4 白黒片面 

1 ページ 
希望確認書 今後のニュースレター発送の希望や、宛先の変更を記入

してもらう資料 
A4 白黒片面 
1 ページ 

事業内容の 
説明書 

当事業の仕組みや支援内容を説明する資料 A4 白黒両面 
4 ページ以内 

受託事業者の 
概要説明資料 

各受託事業者の当事業以外での普段の活動も含んだ概要

や連絡先を記載した資料 
A4 白黒両面 
2 ページ以内 

総合目次 避難元情報および避難先情報の構成内容を記載した資料 A4 白黒片面 
1 ページ 

避難元情報  避難元地域の自治体が定期的に発行している避難者

向け広報誌 
 避難元地域の自治体が WEB サイトの記者発表や新

着情報で随時発信している避難者向け情報 

資料内容に応

じて調整 

返送用封筒 希望確認書の返送に必要な封筒 長 3 封筒 

 事業管理者が原稿を作成   受託事業者が原稿を作成 

(1) 発送用封筒 

 1.2.1 (1) で対象となった避難者の宛先の他に、事業管理者と復興庁の連絡先を記載

する。 
 転居などの理由で資料が未達となる場合があるため、その際の還付先として事業管理

者の宛先を明記する。 
 様式 1-1 を参照 

(2) 送付状 

 事業の主旨や資料の概要、問合せ先、個人情報保護方針などを記載する。 
 様式 1-2 を参照 

(3) 希望確認書 

 1.2.1 (2) を参照 
 様式 1-3 を参照 

(4) 事業内容の説明書 

 送付状では書ききれない事業の目的や実施主体の関係などを記載する。 
 様式 1-4 を参照 
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(5) 受託事業者の概要説明資料

 当事業以外での活動も含めた説明資料

 全ての地域の避難者に、全ての地域の受託事業者の資料を送付する。

 ここに記載する連絡先は、後述の相談支援事業での窓口と一致させる必要は無い。

 具体例は以下のとおり。

図 1-1 受託事業者の概要説明資料の例 

5 

(6) 総合目次

 避難元情報のうち、「自治体が定期的に発行する避難者向け情報」のタイトルおよび

発行主体を記載する。

 「自治体が随時更新する避難者向け情報」の内容は、「自治体が随時更新する避難者

向け情報」の冒頭に別途目次を設けるため、総合目次では一括して「避難元のその他

の情報」とする。

 同様に、避難先情報も一括して掲載する。

 様式 1-5 を参照

(7) 避難元情報

1）自治体が定期的に発行する避難者向け情報

 福島市による「ふくしまの今が分かる新聞」のように、自治体が定期的に発行する避

難者向け情報

 原稿サイズが A3 である資料などは、２つ折製本などで A4 サイズの資料と同封でき

るようにする。

2）自治体が随時更新する避難者向け情報

 自治体の WEB ページの新着情報などで避難者支援に関わる情報を収集した結果を

掲載する（収集方法は後述）。

 冒頭に目次を設けて、記事タイトルとページ数を記載する。記事内容に支障を来さな

い限り、各ページにページ番号を記載する。

 文章内容の加工は行わず、WEB 画面をそのまま掲載するを基本とする。

 サイトマップや別画面へのバナーなど、記事の内容とは関係しない部分によってペー

ジ数が増えてしまう場合は、不要なページを省略して対応する。

 各記事の体裁を揃えるために、文章を変更せずにレイアウトを変更することは可能と

する。具体例は様式集に示す。

 様式 1-6 を参照（目次部分のみ）

(8) 返送用封筒

 自主避難者が希望確認書を返送する際に利用する封筒

 事業管理者は、事前に料金後納郵便手続きを済ませておくこと。

 様式 1-7 を参照
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1.2.3 情報収集 

(1) 避難元情報 

1）自治体が定期的に発行する避難者向け情報 

 福島県および県内の自治体のホームページを検索し、避難者向けに定期的に発行して

いる広報資料を利用する。 
 新しく資料を採用した際には、次回以降の更新日を把握しておくこと。 
 基本的に一般向けの広報誌は対象外とする。広報誌の一部に避難者向けの情報がある

場合は、「自治体が随時更新する避難者向け情報」に記載する。 
 ニュースレターの入稿に間に合う限り、最新号を採用する。 

2）自治体が随時更新する避難者向け情報 

 福島県および県内の自治体のホームページを検索し、記者発表や新着情報など不定期

に更新される避難者向けの情報を収集する。 
 収集する情報の分野の例は以下のとおり。 

 復興状況全般 
 除染 
 住宅支援 
 放射線量 

 地域のイベント 
 雇用 
 各種相談窓口 

 情報を確認した時点で、該当する WEB 画面を保存する。 
 以下の様な情報は最終的にニュースレターからは除外する。 

 ニュースレターが避難者へ届く時点で開催日や応募締切日が過ぎてしまうもの 
 募集に関する情報の、応募申し込み書の部分 
 一般向けの広報誌など、とくに避難者を対象としていないもの 

（ただし、イベント情報は一般向けであるものがほとんどなので、例外とする） 
 ページ数が概ね 10 ページを超えるもの 
 他の資料に同様の内容が記載されているもの 

情報を収集する際には表 1-4 のような表を作成して記録・整理する。 
表頭の項目の記入内容は以下のとおり。 

表 1-4 自治体が随時更新する情報の記録・整理 
No. 地域 発信元 分野 タイトル 更新日 取得日 採否 備考 

1 県北 福島市 雇用 ○○○… 12/6 12/10 ○  
2 県南 白河市 放射線 ○○○… 12/8 12/10 ○  
3 浜通り 相馬市 イベント ○○○… 12/11 12/11 ✕  
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表 1-5 表 1-4 の表頭項目の内容 
表頭項目 内 容 

No. 情報を整理するための通し番号 
地域 地域別に資料を作成する際（後述する）に利用する。 
発信元 自治体名 
分野 前述した情報分野 
タイトル WEB 画面に記載されおり、記事の概要を把握できる内容が望ましい。 
更新日 当該情報が WEB 上に公開された日時 

不明である場合は、取得日と同じ日付とする。 
取得日 情報を確認した日時 
採否 最終的にニュースレターへの掲載を行うかどうかの判断結果 
備考 非採用となった際の理由や、その他注意事項を記載する。 

 
(2) 避難先情報 

 自治体が随時更新する避難者向け情報と同様の方針で情報収集を行う。 
 
1.2.4 発送までの流れ 

(1) 発送スケジュールの確認 

 ニュースレター発送予定日の概ね一か月前を目安に、事業管理者から発送スケジュ

ールを通知する。 
 第 1 回ニュースレターの発送日は、関係者と協議の上決定する。 

(2) 情報目次の確認 

 ニュースレター発送の概ね 2 週間前を目安に、事業管理者から復興庁と受託事業者

へ避難元情報の目次が提出される。 
 復興庁と受託事業者は内容に過不足がないかどうか確認する。 

(3) 発送 

 ニュースレター発送の概ね 1 週間前を目安に、事業管理者は原稿案を提出する。原

稿が確定次第、印刷を開始する。 
(4) WEB 掲載 

 受託事業者は、団体のホームページに本事業の実施について掲出するとともに、発

送するニュースレターをホームページでダウンロードできるようにする。 
 ホームページに掲載する資料は、発送した資料全てとして、資料ごとにダウンロード

できるよう工夫する。ファイルサイズが余り大きくならないようにも配慮する。 
 なお、団体のホームページで復興庁のロゴマークを用いる場合は予め、事業管理者に

届け出て、復興庁の承諾を得ること。 
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1.2.5 宛先・部数 

 総務省避難者情報システムに登録されているデータが、復興庁から事業管理者へ委託

される。このデータには、既に帰還済みなどの理由で事業の対象外となっている方も

含まれるため、受託事業者への提供は行わない。 
 発送部数は、登録されているデータの件数とする。ただし、明らかに同一人物が重複

していると確認できる場合は修正する。 
 

1.2.6 電話問合せ窓口の開設 

 事業の内容や希望確認書の記入方法についての問合せに対応するため、事業管理者お

よび受託事業者は電話問合せ窓口を開設する。 
 受託事業者は避難者から問合せがあった場合、その内容を事業管理者へ日次で報告

する。 
 問合せ内容は以下の様式を例にして記録する。 

表 1-6 電話応対記録様式の例 
No. 日時 分類 内容 回答 必要な対応 質問者氏名 地域 
1 12/1 事業内容 … … … ○○ 大阪 
2 12/2 宛先変更 … … … ○○ 新潟 
        

 
1.2.7 希望確認の集計 

 希望確認書の返送があっても、支援を希望しない旨が記載されていたり、本人に電話

で記載内容を確認しなければならない場合があるため注意すること。 
 希望確認書の返送だけでなく、電話で支援希望を伝えられる場合があるため注意する

こと。 
 その他、事業管理者による詳細な手順は、現時点では割愛 
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1.3  第 2 回以降のニュースレター 

希望確認書の返送によって把握された希望者に向けて、ニュースレターの発送を行う。 

1.3.1 資料構成 

基本的な構成は以下の通りである。編みかけ部分が受託事業者が原稿を作成する必要のあ

る資料である。 

表 1-7 第２回ニュースレターの資料構成 
資料 概要 印刷様式 
発送用封筒 以下の資料を発送するために必要な封筒 角 2 封筒 
送付状 資料の概要や連絡先を記載した資料。 A4 白黒片面 

1 ページ 
説明会案内 
チラシ 

説明会の開催日次や場所などを記載した資料。 A4 白黒両面 
1 ページ 

総合目次 避難元情報および避難先情報の構成内容を記載した資

料。 
A4 白黒片面 
1 ページ 

避難元情報  避難元地域の自治体が定期的に発行している避難者

向け広報誌 
 避難元地域の自治体が WEB サイトの記者発表や新

着情報で随時発信している避難者向け情報 

資料内容に応

じて調整 

避難先情報  避難先地域の自治体が WEB サイトの記者発表や新

着情報で随時発信している避難者向け情報 
A4 白黒両面 
分量は内容に

応じて調整 

 事業管理者が原稿を作成   受託事業者が原稿を作成 

1）発送用封筒 

 受託事業者で適当な封筒を手配する。 

2）送付状 

 第 1 回ニュースレターで使用したものに、必要な修正を加える。 

3）説明会案内チラシ 

 資料左上に「○○県に自主避難されている皆様へ」と記載する。 
 資料タイトルは「復興庁『県外自主避難者等への情報支援事業』第○回 支援情報説

明会」という記載を含める。 
 日時、会場へのアクセス、開催内容、申込み連絡先を記載する。 
 裏面は FAX 用の申込書とする。 
 様式 1-8 を参照 
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4）総合目次

 第 1 回ニュースレターに準ずる。

5）避難元情報

 第 1 回ニュースレターに準ずる。

6）避難先情報

 避難元情報と同様、基本的に自治体ホームページで公表されている情報を収集する

（収集方法は後述）。

 事業管理者が指定する避難元情報と同じ目次様式を利用する。

 記事内容に支障を来さない限り、目次に対応したページ番号を記載する。

 様式 1-9 を参照

1.3.2 発送までの流れ

(1) 発送スケジュールの確認

 ニュースレター発送予定日の概ね一か月前を目安に、事業管理者から発送スケジュ

ールを通知する。

 説明会の案内を同封するため、その発送予定日は、説明会開催日程を踏まえて設定す

る（最短でも説明会開催の 2 週間前には発送するよう調整する）。 

(2) 情報目次の提出

 ニュースレター発送の概ね 2 週間前を目安に、受託事業者は事業管理者へ避難先情

報の目次を提出する。目次は、情報内容と発信主体がわかる形にする。

 同様に、事業管理者から受託事業者へ避難元情報の目次が提出される。

 いずれの情報も復興庁が内容を確認し、必要に応じた修正が事業管理者へ指示される。

これに伴い、事業管理者から避難先情報の修正内容が受託事業者へ指示される。

(3) 原稿の確認

 ニュースレター発送の概ね 3 日前を目安に、受託事業者は避難先情報の原稿案を事

業管理者へ提出する。復興庁および事業管理者が内容を確認し、事業管理者から受

託事業者へ原稿の確定が通知される。

(4) 発送

 発送日前日までに、事業管理者から受託事業者へ送付状、避難元情報、及び発送宛

先リスト（データ CD）が送付される。

 宛先リストデータはパスワードが設定されており、パスワードは事業管理者から受

託事業者へメールで別途連絡される。

 このメールで避難元情報の発送部数と宛先件数が伝えられるため、受託事業者は印刷

可能な資料（送付状、封筒、避難先情報）などの準備を進める。
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(5) WEB 掲載 

 第 1 回ニュースレターに準じる。

1.3.3 宛先・部数

 希望確認書の返送等によって判明した希望者の宛先データは、事業管理者が

CD-ROM に保存して受託事業者へ発送する。

 データ CD にはパスワードを設定され、パスワードは別途メールで事業管理者から

受託事業者へ連絡される。

 宛先データは出来る限り発送日直前時点のものを利用する。

 受託事業者が独自に支援希望者を把握した場合は、その件数を速やかに事業管理者

へ報告し、部数を調整すること。

 宛先一覧のイメージは以下のとおり。

表 1-8 宛先一覧のイメージ 

番
号 

宛名

避難先 避難元 
電話 

番号 
備考 郵便 

番号 
住所 

郵便 

番号 
住所 

1 ○○ 000- 北海道札幌市・・・ 000- 福島県福島市・・・ 090-  
2 ☓☓ 000- 北海道旭川市・・・ 000- 福島県郡山市・・・ 080-  
3 △△ 000- 北海道函館市・・・ 000- 福島県相馬市・・・ 070-  

1.3.4 電話問合せ窓口の開設

 第 1 回ニュースレターに準じる。

参
考
3
-
7
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2． 情報提供事業（支援情報説明会及び避難者相互の情報共有の場の提供）

2.1  目的

 自主避難者に対して、避難元、避難先また、有識者による支援情報を提供することに

より、自主避難者の生活支援や帰還・移住を判断するための情報を提供する。

2.2  業務手順

 受託事業者は、支援希望者を対象に、支援情報についての説明会及び避難者相互の情

報共有の場（交流会）を主催し、その準備・企画・開催を行う。

 支援情報説明会・交流会の準備状況は、その進捗状況を逐次、事業管理者に報告する。

 支援情報説明会・交流会の開催準備は、概ね下表の手順である。

表 2-1 支援情報説明会及び避難者相互の情報共有の場（交流会）の開催手順 
手順 概要 

開催日時・場所の決

定

 事業管理者は、ニュースレター発送予定日（説明会開催チラシを

同封）の概ね一か月前を目安に説明会開催期間を受託事業者に通

知し、希望する開催日時を確認、必要に応じて日程調整を行い、

開催日を決定する。

プログラム（案）の 

作成

 受託事業者は、ニュースレター発送予定日の概ね 3週間前にプロ

グラム案を事業管理者に提出し、内容の確認を得る。

避難元・避難先自治

体、有識者等との調

整

 事業管理者は、プログラム（案）に基づき避難元からの説明テー

マに沿って福島県（または、福島県内市町村等）に連絡し、対応

の可否と対応部署、対応窓口を調整したうえで、調整結果を受託

事業者に通知する。

 避難先自治体及び有識者へは、受託事業者が直接依頼する。

開催案内チラシの

完成

 受託事業者は、ニュースレター発送予定日の概ね 3 日前を目途

に、開催案内チラシ原稿案を提出し、その内容の確認を得る。

次第、座席表、使用

する資料の確認

 受託事業者は、説明会等開催日の概ね 7日前を目途に、次第、座

席表、使用する資料を提出し、内容の確認を得る。

説明会等の開催

 受託事業者は、説明会を開催し、次第にもとづき適切に運用する。

 受託事業者は、説明会等に出席し、当日の開催記録（写真、議事

録）を作成する。

議事録の確認、配布

資料の提出

 事業管理者が作成した開催記録を受託事業者は確認を行う。

 受託事業者は、説明会で配布された資料一式及び、アンケート回

収票を説明会等終了後、速やかに事業管理者に提出する。なお、

配布資料は、復興庁ホームページに掲載する。
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2.2.1 開催日時・場所の決定

 開催日時は、平日、10 時～17 時の間の開催を原則とするが、避難者のニーズに基づ

き、地域の実情に応じて調整する。仕事があり休日の要望もあるが、母子避難者から

は平日午前中を要望する意見が多いことを踏まえるとともに、避難先自治体、避難元

自治体等の都合に配慮し、事業管理者と事前に十分に調整を図ることとする。

 開催会場は、県内・地域内の県外自主避難者数を考慮し、3 回の説明会のうち、開催

場所を変更することにも配慮する。

2.2.2 プログラム（案）の作成

 説明会は、①避難元自治体からの支援情報提供、②避難先自治体からの支援情報提供、

③有識者からの支援情報提供の 3 つのプログラムで構成することを基本とする。な

お、必ずしもこの 3 つのプログラムを必須とはせず、自主避難者のニーズ等に応じ

て柔軟に対応する。

 全３回の開催のうち、1 回は受託事業者の自由企画とし、上記の基本構成に限定しな

いものとする。

 説明者は、避難元関係者 2 名以内、避難先関係者 2 名以内、有識者 1 名を基本とす

る。

表 2-2 避難元・避難先・有識者の情報提供の例（平成 25 年度事業で実施した内容） 
避難元 避難先 有識者 

 県外避難者を対象とし

た県民健康管理調査に

ついて

 福島県における就労に

ついて

 借り上げ住宅について

 就労支援につ

いて

 住宅支援につ

いて

 「日々の暮らしの中での心と

身体の健康を考える」（山形）

 「自主避難者支援の現状と今

後の課題」について（新潟）

 「心のケア―ほっとルームの

活動を通して」について（大阪） 

 説明会の後、避難者相互の情報共有の場（交流会）を開催する。交流会は、避難者相

互で情報を共有し、交流を深めることが主な目的であることから、その運営方法は工

夫すること。

 具体的には、テーブルの配置方法の工夫、ファシリテーターの活用、また軽食を準備

するなど、避難者相互の関係がより強化されるよう、交流会を企画する。

表 2-3 交流会の開催例（平成 25 年度事業で実施した内容） 
 いくつかのグループにわかれて、軽食を取りながらアイスブレイクを実施

 ファシリテーターを活用して、避難者相互の心配事等の情報の吸い上げ

等

参
考
3
-
8
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2.2.3 避難元・避難先自治体、有識者等との調整

 避難元自治体（福島県）への情報提供の依頼については、提出されたプログラム（案）

に基づき事業管理者が一括して調整を行うが、受託事業者は、避難者のニーズを踏ま

え、予め避難元自治体等に提供してほしい情報を示すこととする。

 避難先自治体への情報提要の依頼については、受託事業者が行う。避難者のニーズを

踏まえ、避難先自治体等へ、提供してほしい情報を示し、調整を図ることとする。

2.2.4 開催案内チラシの作成

 受託事業者は、ニュースレター発送予定日の概ね 3 日前を目途に、開催案内チラシ

原稿案を提出し、事業管理者にその内容の確認を得る。開催案内チラシの構成は、様

式 1-8 を参照のこと。

 開催案内は、送付されるニュースレターに同封し、支援希望者に事前に通知するほか、

公共施設等に配布して広く告知しても構わない。

 ニュースレター発送と同時に、受託事業者ホームページに、説明会等開催情報を掲示

する。加えて、開催案内チラシをダウンロードできるようにする。

2.2.5 次第、座席表、使用する資料の確認

 受託事業者は、開催案内の作成と同時に、次第、配席図、評価アンケート（後述）を

作成し、事業管理者に報告する。次第、配席図、評価アンケートは、様式集を参考に

すること。

2.2.6 説明会等の開催

 支援情報説明会及び避難者相互の情報共有の場（交流会）の司会進行は受託事業者が

行う。

 議事要旨は事業管理者が取りまとめるが、何らかの事由により説明会に事業管理者が

参加できない、あるいは、自主企画として取り組む説明会で事業管理者の立会いが不

要と判断した説明会については、受託事業者が議事要旨を作成し、事業管理者に提出

するものとする。

 避難者相互の情報共有の場（交流会）は参加人数によって適切に企画、進行すること。

(1) 参加受付

 参加者は、開催案内で把握するとともに、当日参加も想定されるため、受付を設置し、

参加者の氏名、避難元住所、避難先住所、全国避難者情報システム（総務省）の登録

状況を記録する。なお、福島県からの自主避難者が本事業の対象であることから、こ

れを区分して把握すること。
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(2) 開催・運営にあたっての諸注意

1）マスコミ対応

 説明会の取材対応については、事前受付において、「ご取材に当たってのお願い」の

周知に努めること。また、これに応じる旨の誓約書の提出を義務付けることとする。 

2）説明会の進行に関する留意事項

 説明会の趣旨である、県外自主避難者への適切な支援情報の提供等が、何らかの事由

で妨げられた場合も想定し、様式集にある、「説明会の進行に関する留意事項につい

て」を関係者間で認識し、発生時の対応にあたることとする。なお、本資料は、参加

者への配布も想定している。

(3) 評価アンケートの回収

 参加者アンケートは、様式集に示す、評価アンケートひな形を活用し、受託事業者に

おいて必要と考えられる質問を 1 つまで追加できる。アンケートの配布・回収は当

日行い、回収後は、コピーあるいは PDF ファイルで事業管理者に速やかに提出する。

2.3  議事録の確認、配布資料の提出

 受託事業者は事業管理者が作成した開催記録を確認し、必要に応じて修正し、事業管

理者へ提出する。

 説明会で配布した資料はデータを受託事業者に送付する。説明会等の開催案内チラシ

や次第、配布資料は、説明会翌日までに事業管理者にメールで送付する。

 なお、復興庁のホームページに掲載するため、受託事業者は説明者にその目的を伝え、

配布資料を受領すること。公表対象として差し支えないものとして、編集しても構わ

ない。

参
考
3
-
9
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3． 相談支援事業 
3.1  電話・メールによる相談窓口の開設 

 受託事業者は、電話やメールに加えて、説明会開催時等においても、支援希望者から

の相談対応を行う。相談窓口の設置方法や相談者の受付方法等は受託事業者が企画・

運営する。 
 受託事業者は、相談受付担当をおき、電話やメールによる相談の受付、回答、質疑応

答の体制を整えるものとする。週 2 日を電話やメールでの相談日とすることを原則

として、受付期間の延長や面談による相談対応など、受託事業者が創意工夫して構わ

ない。 
 

3.2  相談対応 

 相談の内容によっては、必要に応じ、各受託事業者のネットワークを活用し、行政機

関（や専門機関、パーソナルサポート団体等への橋渡しを行う。具体的には、支援希

望者への適切な相談窓口の紹介や、相談内容の専門機関への事前報告等のサポートを

行う。 
 また、相談受付時に、相談内容を聴取するとともに、既に本事業における支援希望者

であるか、全国避難者情報システム（総務省）の登録者であるかを確認し、ニュース

レター発送リストへ情報を追加する。 
 最終報告時には、相談受付内容のほか、相談事業による支援希望者の増加数、全国避

難者情報システム（総務省）の未登録者数を報告する。 
 

3.3  相談結果の報告 

 支援希望者より寄せられた相談の内容及びその対応結果は、様式 3-1 の相談受付票に

逐次記録し、その日のうちに事業管理者にメール添付にて送付する。ただし、相談者

の氏名等の個人を特定する情報は削除し送付する。 
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表 3-1 相談内容の区分 
内容区分 種別 

情報提供事業（ﾆｭｰｽﾚﾀｰ等）に

ついて 

意見/要望 

質問/相談 

その他 

住宅支援等について 

意見/要望 

質問/相談 

その他 

生活支援等について 

意見/要望 

質問/相談 

その他 

ADR について 

意見/要望 

質問/相談 

その他 

その他 

 
3.4  相談事業の告知 

 受託事業者は、相談受付の設置をニュースレターや説明会等の機会をとらえて十分に

告知し、活用いただくよう努める。なお、各受託事業者のホームページにも電話番号

やメールアドレスを掲載する。 
 
4． 事業遂行 
4.1  遂行体制 

 受託事業者は、事業遂行にあたり、事業管理者の求めに応じて必要な報告を行う。 
 受託事業者は、情報提供事業（ニュースレターの発行・提供）、情報提供事業（支援

情報の説明会開催）、相談支援事業のそれぞれの責任者を明確にして、それぞれ遅滞

なく進める体制を構築する。 
 

4.2  月間作業報告書の提出 

 受託事業者は、様式 4-1 月間作業報告書の様式にもとづき、当月の業務内容や課題

を報告する。報告月の翌月 10日を提出期限として、事業管理者にメールで送付する。 
 

4.3  事業の総括と課題 

 受託事業者は、事業終了月に、事業管理者の設定した期日までに、様式 4-2 事業の

総括と課題の様式にもとづき、事業成果ならびに遂行の課題を報告する。 
 なお、当月の月間作業報告書は、この事業の総括と課題で代替する。 

  

参
考
3
-
1
0
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5． 様式集 
 

＜目  次＞ 
 

1． 情報提供事業（ニュースレターの発行・提供）  

 様式 1-1 発送用封筒 
 様式 1-2 送付状 
 様式 1-3 希望確認書 
 様式 1-4 事業内容の説明書 
 様式 1-5 総合目次 
 様式 1-6 避難元情報の目次 
 様式 1-7 返送用封筒 
 様式 1-8 説明会案内チラシ 
 様式 1-9 避難先情報 
 

2． 情報提供事業（支援情報の説明会開催）  

 様式 2-1 説明会次第・配席図 
 様式 2-2 評価アンケート 
 様式 2-3 ご取材に当たってのお願い 
 様式 2-4 説明会の進行に関する留意事項について 
 

3． 相談支援事業  

 様式 3-1 相談受付票 
 

4． 事業遂行  

 様式 4-1 月間作業報告書 
 様式 4-2 事業の総括と課題 
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（
様
式

 1
-1
）
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（様式 1-2） 
平成●●年●●月●●日 

〒   －    
［住所を名簿データから可変入力］ 
［代表者名を名簿データから可変入力］様 

復   興   庁 
事 業 管 理 者 

 

情報提供・相談支援のご案内について（ご回答のお願い） 

 

このたび復興庁では、原子力災害により福島県から県外へ避難されている方々に対し、

「県外自主避難者等への情報支援事業」として、情報提供をはじめとしたご支援を行うこと

となりました。 

 

希望される方々には、元々お住まいの地域および現在お住まいの地域の様々な情報を定

期的にとりまとめたニュースレターのほか、新たな情報の説明会や避難者相互の交流会のご

案内などを送付させていただきます。 

 

また、お困りごとに関するご相談窓口を設け、皆さまが感じておられる不安や疑問の解

消に少しでもお役に立てるようなご支援も行います。 

 

つきましては、同封の資料をご覧いただき、これらのニュースレターやご案内の送付を

希望される場合は、希望確認書を平成●●年●●月●●日(●)までにご投函いただきます

ようよろしくお願いいたします。  

 

なお、いただいた個人情報については、本事業の委託事業者にその取扱いを委託すると

ともに、情報提供及び相談支援を実施するＮＰＯ団体等に提供を予定しています。 

 

【実施主体】 

復 興 庁      〒107-0052 東京都港区赤坂 1-9-13 三会堂ビル 

 

【事業管理者】※復興庁から業務を委託 

●●●●●●●  〒●●●-●●●●   ●●●●●●●●● 

 

（問合せ先） 

●●●●●●● 「県外自主避難者等への情報支援事業」事務局（担当：●●） 

TEL : 0120-XXX-XXX（平日 9 時 30 分～17 時 00 分。12 時～13 時を除く） 

FAX : XX-XXXX-XXXX 

 

※本資料は、総務省「全国避難者情報システム」に登録されている情報を福島県から復興

庁に提供 

いただき、それをもとに皆さまに送らせていただいております。 

※ご回答いただいた内容は厳重に管理し、公表されることはありません。 

※●●●●は、●年●月●日にプライバシーマークの付与・認定を受けております。 

ご回答者の個人情報は、適切な保護措置を講じ、厳重に管理いたします・ 
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（様式 1-3） 
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① 情報提供 

・ 元々お住まいの地域と現在お住まいの地域の様々な情報をとりまとめ、ニ

ュースレター（裏面をご覧ください）として月に 1 回程度ご自宅等へ送付

します。 

・ 新たな情報について、福島県や現在お住まいの地域からの説明会を定期的

に開催します。また、それに併せて、避難者相互の交流の場、相談の場を

設けます。 
（第 1 回は 1 月中旬を予定） 

② 相談支援 

・ お困りごとに関するご相談に対応します。 

また、必要に応じて専門機関等におつなぎします。 

（連絡先は裏面をご覧ください） 

（様式 1-4） 

ご支援の内容等について 

１．ご支援の目的 

原子力災害により福島県から県外へ避難されている

方々に対し、皆さまが必要とされている情報の提供や、

お困りごとに関する相談窓口の開設などを通じて、避難

先でお感じになっている不安や疑問を少しでも解消し

ていただくことを目的としています。 

２．ご支援の内容 

具体的なご支援の内容は次のとおりです。 

３．ご支援の流れ 

今年度は４つの地域の皆さまに対して、地域の NPO 等の支援団体を通じて情

報提供・相談支援を行います（裏面をご覧ください）。 

つきましては、ニュースレターや説明会・交流会のご案内の送付を希望され

る方は、同封の「ニュースレターの希望確認書」に必要事項をご記入の上、ご

返送ください。 

なお、これらの送付を希望されない方でも、説明会にご参加いただいたり、

お困りごとに関してご相談いただいたりすることは可能です。 
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※各団体の連絡先・相談窓口は、各団体の活動概要説明資料（別添）をご確認

ください。 

 

 

（ご参考） ニュースレターの内容（例） 

資 料 名 情 報 元 

① ふれあいニュースレター 政府原子力被災者生活支援チームが毎

月発行している情報誌 

② ふくしまの今が分かる新聞 福島県が毎月発行している情報誌 

③ ふくしま復興のあゆみ 福島県が３ヶ月に１回程度発行してい

る情報誌 

④ 各市町村が発行している復興関

連のニュースレター 

福島県内の各市町村のホームページの

うち、ニュースレターの公表が確認で

きた場合、お送りします。 

⑤  農林水産物の放射能測定結果 福島県「農林水産物モニタリング情報

検索システム」の検索結果 

⑥ 福島県内各市町村のその他の新

着情報 

福島県内の各自治体ホームページから

情報を収集してお送りします。 

⑦ 避難先地域における避難者支援

情報 

各地域の自治体ホームページから、上

記の支援団体が収集した情報をお送り

します。 

⑧ 説明会やご相談窓口に関するご

案内 

開催日時や会場、連絡先などの資料を、

支援団体が作成しお送りします。 

※ 同封の見本をご覧ください。（③、⑦、⑧は次回以降のご提供となります。） 
 

復興庁 ㈱三菱総合研究所
事業の実施を委託

一部の業務を委託

参
考
3
-
1
3
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（様式 1-5） 

第１回ニュースレター目次 
タイトル 発行元 

●●●●●●●●※1 
●●市 

●●●●●●●● ●●市 

●●●●●●●● ●●市 

福島県内市町村のその他の新着情報 

（第１回ニュースレター版）※２ 

福島県内 

各市町村 

避難先地域の新着情報※３ 
避難先地域 

※１ ●●● 

※２ ●●● 

※３ ●●● 
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（様式 1-6） 

福島県内市町村のその他の新着情報

（第１回ニュースレター版）
ページ タイトル 市町村 

１ ●●●●●●●●●●●● ●●●県 

３ ●●●●●●●●●●●●●●● ●●●市 

５ ●●●●●●●●● ●●●町 

福島県内の各市町村ホームページから収集した復興に関わる情

報のうち、イベント、住宅、雇用、相談会などについての最新記事

（平成●●年●●月●●日～●●月●●日）を抜粋してお送りいた

します。 

必ずしも全ての自治体が情報を更新しているとは限らないため、

ご希望の自治体の情報が含まれない場合がございます。予めご了承

ください。 

参
考
3
-
1
4
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（様式 1-7） 
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（様式 1-8） 
福島県から●●●へ自主避難されている皆様へ 

復興庁「県外自主避難者等への情報支援事業」 

支援情報説明会のご案内 

20●●年●●月●●日（●）●●時●●分～●●時●●分 

●●●●センター●●●●会議室 
●●市●●区●●丁目（地図は裏面をご覧ください。） 

 
 東日本大震災後の原子力災害の影響による福島県からの県外自主避難者等の方々

を対象に、下記内容の新規情報説明会を開催いたします。皆さまのご参加をお待ち

しております。 

■内 容 

 14：00～ 開会・挨拶 （司会）受託事業者 

 14：10～ 第１部 避難元自治体等からの情報提供 

  県外避難者を対象とした県民健康管理調査について（福島県より） 

 14：40～ 第２部 避難先自治体等からの情報提供 

  ●●県●●部●●局●●課 ●●●●氏 

 15：00～ 第３部 各種生活支援情報について 

  生活保護 ・社会福祉協議会貸付制度 ・児童ショートステイ等 

 15：30～ 質疑応答 

 15：45～ 休憩 

 16：00～ 交流会 

 17：00  閉会 

■定 員 ●●名 （お子様連れでもご参加いただけます） 

■参加費 無 料  

■申込方法 電話、FAX、E-mail 

※ E-mail でのお申込みの際は、件名に必ず「●●月●●日説明会申込み」とお書きください。 

■実施主体 復興庁 

■事業管理者 ●●●●●●●●●●●●●● 

■受託事業者 ●●●●●●●●●●●●●● 

※ ご参加の際には、●月●日付けで●●●よりお送りしました「第●回ニュースレター」

をご持参下さい。 

 

  【問合せ・申込み先】 ●●●●●●●●●●●●● 

TEL XXX－XXX－XXXX   FAX XXX－XXX－XXXX 

E-mail  ●●@●●●●●●●●●●●● 

参
考
3
-
1
5
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地図 

【アクセス】 

●●センター●●●●会議室 

●●市●●区●●丁目  TEL：XXX-XXX-XXX 

 

●JR●●駅：徒歩●●分 

 

●地下鉄●●駅 

●●番出口：徒歩●●分 

 

 

 

 

 

 

 

 

‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐ 

「県外自主避難者等への情報支援事業」情報説明会 

参加申込書 

FAX 先：●●●●●●●●●  FAX 番号：●●－●●－●● 

 

○出席者 

      氏名                         

 

      氏名                         

 

 

○連絡先 

      TEL                       

 

      住所                              

  ※ 参加申し込みの個人情報は、この説明会以外には使用いたしません。 
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（様式 1-9） 

●●県内市町村の新着情報（第●回ニュースレター版） 

ページ タイトル 発信元 

１ ●●●●●●●●●●●● ●●●県 

３ ●●●●●●●●●●●●●●● ●●●市 

５ ●●●●●●●●● ●●●町 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

●●県内の各市町村ホームページ等から収集した復興に関わる

情報のうち、イベント、住宅、雇用、相談会などについての最新記

事を抜粋してお送りいたします。 

必ずしも全ての自治体が情報を更新しているとは限らないため、

ご希望の自治体の情報が含まれない場合がございます。予めご了承

ください。 

  

参
考
3
-
1
6



30 31 

（様式 2-1） 

県外自主避難者等への情報支援事業 

第●回支援情報説明会 

日時：2015 年●月●日（●）●●：●●～●●：●● 

場所：施設名（住所） 

次 第 

開 会（●●：●●） 

出席者紹介 

１．「●●●●」について（●●：●●～） 

（避難元自治体）   ●●●●課 ●● 氏 

２．「●●●●」について（●●：●●～） 

（避難先自治体）   ●●●●課 ●● 氏 

３．「●●●●」について（●●：●●～） 

（有識者名）     ●● 氏 

４．質疑応答（15：30～） 

閉 会（15：45） 

以上 

閉会後、同会場にて交流会を行います。（16：00～17：00） 

参
考
3
-
1
7
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県外自主避難者等への情報支援事業 

第●回支援情報説明会 
 

配 席 図 
 
 
 
 
 
 
 

  

Ｖ 

 

入口

プロジェクター 

スクリーン 

演台 

受付 

ｃ
ｃ

カメラ位置 

ｃｃ ｃｃ

ｃｃ ｃｃ

ｃｃ ｃｃ

ｃｃ ｃｃ

ｃｃ ｃｃ

司
会 

記者席 

コート掛け 
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（様式 2-2） 

説明会に関するアンケート 

本日は説明会へご参加頂き誠にありがとうございます。今後の説明会の運営や内容の改善

のため下記のアンケートにご協力ください。会場にてご記入の上、お帰りの際に運営スタッ

フにお渡し下さい。 
 

Q1: 本日の説明会の提供情報や交流会にはご満足いただけましたか？ 

① 避難元の情報提供について: 

［□大変満足、□まあ満足、□普通、□やや不満、□大いに不満、□分からない）］ 

② 避難先の情報提供について: 

［□大変満足、□まあ満足、□普通、□やや不満、□大いに不満、□分からない）］ 

③ 有識者等からの情報提供について: 

［□大変満足、□まあ満足、□普通、□やや不満、□大いに不満、□分からない）］ 

④ 交流会について: 

［□大変満足、□まあ満足、□普通、□やや不満、□大いに不満、□分からない）］ 

 

Q2.説明会や交流会の内容や資料について、ご要望があれば具体的にお書きください。 

 
 
 

 

Q3.説明会や交流会の開催日や時間帯､会場、進め方などなどについて、ご要望があれば具

体的にお書きください。 

 
 
 

 

Q4: 全国避難者登録システム（総務省）にご登録はお済ですか? 

① 全国避難者登録システムを［□知っている、□知らなかった］ 

② 全 国 避 難 者 情 報 シ ス テ ム に ［ □ 登 録 済 み 、 □ 登 録 し て い な い 、 □ 分 か ら な い ］ 

登録されていない方は是非ご登録ください。資料をご用意しています。 

▼裏面に続きます 

参
考
3
-
1
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Q5: （受託事業者からの設問：任意） 

 
 
 
 
 
 
 
Q6: 避難生活等についてご不安な点やご要望があればご記入ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

ご協力ありがとうございました。お帰りの際に運営スタッフにお渡し下さい。 
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（様式 2-3） 
 

報道関係各位 

 

 

ご取材に当たってのお願い 

 

 

本説明会のご取材に当たりいくつかお願いがあります。ご一読いただき、内

容についてご承諾いただける場合は、別紙「誓約書」に署名の上ご取材いただ

きますようご協力の程よろしくお願いいたします。 

ご質問、ご要望等がございましたら、事務局までお申し付けください。 

 

 

＜お願い＞ 

 

１．取材・傍聴は、支援事業説明会のみとさせていただきます。（避難者交流会

の取材・傍聴はご遠慮ください。） 

 

２．撮影は、冒頭挨拶部分のみとさせていただきます。これ以外の部分につい

ての動画・写真の撮影、録音は禁止とします。 

 

３．取材・撮影は、会場スタッフの指示に従い、指定の場所にて来場者の妨げ

にならないようお願いします。 

 

４．来場者個人が識別できる写真の撮影及びその使用は禁止とします。また、

来場者個人への取材はお控えください。 

 

５．フラッシュ撮影はご遠慮ください。 

 

※ 撮影された映像や取材記事については、本事業の内部資料として活用しま

すので、記事掲載日・放送日をお知らせください。 

また、放送された映像については、可能であれば電子媒体にて説明会主催

者にご提供ください。 

（連絡先：○○○○○○○○○） 

  

参
考
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（別紙） 

2014 年 月 日 

誓 約 書 

貴社名 

氏 名 

支援事業説明会を取材するに当たり、下記の事項を厳守することを誓約しま

す。 

記 

１．取材・傍聴は、支援事業説明会のみ行います。 

２．撮影は、冒頭挨拶部分のみ行います。これ以外の部分について、動画・写

真の撮影、録音は行いません。 

３．取材・撮影は、会場スタッフの指示に従い、指定の場所にて来場者の妨げ

にならないよう行います。 

４．来場者個人が識別できる写真の撮影及びその使用はいたしません。また、

来場者個人への取材は致しません。 

５．フラッシュ撮影は行いません。 

以上 
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（様式 2-4） 

説明会の進行に関する留意事項について 

本説明会を開催する目的は、県外自主避難者への適切な支援情報の提供、支援ニーズの受

け止め等にあります。何等かの事由のために円滑な会議運営が損なわれ、目的の達成が困難

となり得る状況においては、運営主体は適切に改善のための措置を講じる必要があります。

このため以下の点にご留意ください。

１ 参加者へのお願いについて

・受託事業者は、説明会の主催者として円滑な運営に努めていただく必要があります。この

ため、十分な運営体制を設けるとともに、参加者へのお願い事項を記した書類（別紙参照）

を予め参加者にお渡しするとともに、司会者から会の冒頭で参加者にお伝えください。

・お願い事項は、別紙を基本とし、会場の利用に関する注意事項などを必要に応じて追記し

てください。

２ 参加者の発言・行為への対応について

・参加者からの感情的な発言等については、親身に受け止めるなど、避難者の心情に十分な

配慮をお願いします。

・復興庁や避難元・避難先自治体に対する攻撃的な発言が見受けられた場合は、司会者が一

度受け止めて、回答しやすいように質問し直して頂くなど、発言者への配慮と同時に円滑

な議事進行にも努めて頂くようお願いします。

・進行を著しく妨げる発言や行為などのために説明会の目的が十分達成できないことが危惧

される場合は、司会者及び運営スタッフが適切にご対処ください。

・司会者及び運営スタッフが円滑な会議運営を継続できないと判断した場合や、事業管理者

が復興庁と協議のうえ、円滑な会議運営の継続が困難と判断した場合は、事業管理者は説

明会の会議運営を中止することがあります。

・また、説明会の円滑な進行に関してその他の問題が生じた場合についても、受託事業者は

事業管理者および発注者と協議の上、適切にご対処ください。

参
考
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３ 説明会の記録・報告について 

・説明会の結果や会議運営の状況については、正確に記録し、事業管理者にご報告ください。 

・特に、参加者数および参加者氏名については把握をお願いします（氏名についてご本人が

回答を拒否した場合は、無理にお願いすることは避けてください）。 

・公式記録用（非公開）に説明会の録音・録画をお願いします。 

・主催者が記録用に録音・録画することについては、参加者へ事前にご案内ください。 

 

４ 全国避難者情報システムについて 

・説明会の中で、参加者に全国避難者情報システム（総務省）への登録の有無を確認いただ

き、未登録者の人数を事業管理者まで報告ください。 

・未登録者がいた場合は、当該システムへの登録を促すとともに、案内をお渡しください。

（案内は別途、事業管理者より送付するものを利用ください。） 
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説明会参加者に対するお願い（例） 

 

「支援事業説明会」へご参加の皆さまへ 

1. 会議中は、進行の妨げになりますので、私語・発言はご遠慮ください。 

2. 他の参加者のご迷惑となりますので、携帯電話は電源をお切りになるか、マナーモー

ドに設定してください。 

3. ご発言は、司会の許可を得た上でお願いします。発言に先立ち、お名前と避難元の居

住地を明示してから発言してください。また、より多くの方が発言できるよう、発言は

手短にお願いします。 

4. 他の参加者の発言に影響を及ぼすような発言（批判等）や行為（拍手等）はご遠慮く

ださい。また、特定の信条や政治活動に関わる発言はご遠慮ください。 

5. 会議中の撮影・録音についてはご遠慮ください。なお、事務局では記録のための撮影・

録音を行いますのでご了承ください。 

6. ご意見がある場合は、ご発言いただくほか、アンケートにご記入いただくこともでき

ます。 

7. 上記のほか、説明会の運営については、司会者及び運営スタッフの指示に従って頂き

ますようお願いします。 

8. 上記の事項に反する行為や、その他の円滑な運営を妨げる行為が見られた場合は、ご

退場いただく場合がありますのでご了承ください。 

 

参
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/
で

区
切

っ
て

記
入

く
だ

さ
い

。

2
0
0
番

台
ま

た
は

3
0
0
番

台
の

と
き

、
避

難
先

ま
た

は
避

難
元

と
記

入
下

さ
い

。

記
載

例
山

形
県

記
載

例
山

形
市

記
載

例
福

島
県

記
載

例
白

河
市

相
談

内
容

を
簡

潔
に

記
載

下
さ

い
。

貴
団

体
が

回
答

し
た

内
容

を
簡

潔
に

記
載

下
さ

い
。

有
/
無

行
政

機
関

、
専

門
機

関
等

へ
の

橋
渡

し
が

必
要

な
内

容
、

理
由

等
を

記
載

下
さ

い
。

相
談

内
容

を
踏

ま
え

、
橋

渡
し

を
行

う
団

体
名

を
記

載
下

さ
い

。

橋
渡

し
を

し
た

結
果

、
そ

の
団

体
の

回
答

や
対

応
方

法
等

を
記

載
下

さ
い

。

地
域

1 2 3 ：

※
適

宜
、

行
を

追
加

す
る

こ
と

。
※

手
段

と
は

、
「
電

話
」
、

「
メ

ー
ル

」
、

「
説

明
会

」
、

「
面

談
」
、

「
そ

の
他

」
の

5
区

分
と

す
る

。
電

話
メ

ー
ル

説
明

会
面

談
そ

の
他

※
質

問
類

型
と

は
、

以
下

の
区

分
と

し
て

数
字

を
表

に
入

力
す

る
こ

と
と

す
る

。
避

難
元

避
難

先
1
0
0

情
報

提
供

事
業

（
ﾆ
ｭ
ｰ
ｽ

ﾚ
ﾀｰ

等
）
に

つ
い

て
-

-
1
1
0

　
　

意
見

/
要

望
-

-
1
2
0

　
　

質
問

/
相

談
-

-
1
9
0

　
　

そ
の

他
-

-
2
0
0

住
宅

支
援

等
に

つ
い

て
○

○
2
1
0

　
　

意
見

/
要

望
○

○
2
2
0

　
　

質
問

/
相

談
○

○
2
9
0

　
　

そ
の

他
○

○
3
0
0

生
活

支
援

等
に

つ
い

て
○

○
3
1
0

　
　

意
見

/
要

望
○

○
3
2
0

　
　

質
問

/
相

談
○

○
3
9
0

　
　

そ
の

他
○

○
4
0
0

A
D

R
に

つ
い

て
-

-
4
1
0

　
　

意
見

/
要

望
-

-
4
2
0

　
　

質
問

/
相

談
-

-
4
9
0

　
　

そ
の

他
-

-
9
0
0

そ
の

他
-

-
9
1
0

　
　

意
見

/
要

望
-

-
9
2
0

　
　

質
問

/
相

談
-

-
9
9
0

　
　

そ
の

他
-

-

行
政

機
関

、
専

門
機

関
等

へ
の

団
体

内
　

　
容

N
o
.

日
付

（
相

談
日

）
手

段
質

問
類

型
相

談
者

避
難

先
自

治
体

相
談

者
避

難
元

自
治

体
相

談
内

容
回

答
内

容
行

政
機

関
、

専
門

機
関

等
へ

の
連

絡
調

整
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（様式 4-1） 
県外自主避難者等への情報支援事業 

月間作業報告書 

・団 体 名： 

・報告対象月： 年 月 

（１）活動結果概要 

情報提供事業 
ニュースレター発送数 世帯 

*うち新規追加数 世帯 

相談支援事業 
相談受付延べ数 延べ 件 

相談受付人数 人 

新規情報の説明会 参加者数 人 

相互情報共有の場 参加者数 人 

（２）活動報告 

①情報提供事業

当月の 

活動内容 

当月の事業実

施上の課題 

翌月の 

活動予定 

②相談支援事業

当月の 

活動内容 

※活動内容の報告のほか、主な相談内容を例示してください。 

当月の事業実

施上の課題 

翌月の 

活動予定 

※月間作業報告書は、最大2枚までで取りまとめて下さい。 

参
考
3
-
2
2
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（様式 4-2） 
県外自主避難者等への情報支援事業 

事業の総括と課題 

・団 体 名： 

（１）事業の成果 

ニュースレター 
支援希望者世帯数 世帯

うち新規追加数※１ 世帯

支援情報 

説明会・ 

交流会 

※２ 

参加者数 

※３ 

第1回 

説明会     人

交流会     人

取材  社

第2回 

説明会     人

交流会     人

取材  社

第3回 

説明会     人

交流会     人

取材  社

開催案内の告知手段 

※公共施設でのチラシ配布、広報誌等への掲載など

（ニュースレター同封以外） 

 ・・

 ・・

相談窓口の 

開設 

※４ 

相談受付延べ数 延べ          件

相談受付人数 人

主な相談内容 

※特に多く寄せられた相談内容、避難者の状況意識等

で特に気づいたこと 

 ・・

 ・・

開催案内の告知手段 

※公共施設でのチラシ配布、広報誌等への掲載など

（ニュースレター同封以外） 

 ・・

 ・・

事業実施によ

る成果 

【自由記述】※本事業の効果として気づいたことがあれば記載してください。 

（例）交流会の開催で、横のつながりができて避難者が元気になった 

 ・・

※１ 団体に直接、支援希望（ニュースレター送付）依頼があった数。 
※２ 第1回、第2回、第3回の参加者数。但し、●月中に支援情報説明会を開催した団体の

み。支援情報説明会という形式で開催していない場合、第2回、表記の様式は任意で
構いません。なお、第3回の成果について、説明会終了後、追加したものを事業管理
者まで送付ください。 

※３ 参加者数は、福島県からの自主避難者のみを記載ください。 
※４ ●月●日（●）までの累計。 
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（２）事業の課題 

ニュースレ

ターの 

制作・発送 

※ニュースレター発行や説明会開催について、事業遂行上の課題等を挙げ、

考えうる解決方策を記載してください。課題の指摘のみでも構いません。 

（表記例） 

 ～が課題

解決方策：～ 

 ～が課題

解決方策：～ 

説明会・ 

交流会の 

開催 

※説明会や交流会の開催準備、開催方法等について、事業遂行上の課題等を

挙げ、考えうる解決方策を記載してください。課題の指摘のみでも構いま

せん。 

（表記例） 

 ～が課題

解決方策：～ 

 ～が課題

解決方策：～ 

相談窓口 

開設・運営 

※電話や面談による相談対応、専門機関等への連絡調整業務について、事業

遂行上の課題等を挙げ、考えうる解決方策を記載してください。課題の指

摘のみでも構いません。 

（表記例） 

 ～が課題

解決方策：～ 

 ～が課題

解決方策：～ 

その他 

（表記例） 

 ～が課題

解決方策：～ 

 ～が課題

解決方策：～ 

（３）今後の自主避難者に対する支援方策について 

※本事業による取り組み以外で、より効果的な支援策や工夫について意見があれば記載し

てください。 

 

 

 

※事業の総括と課題は、最大４枚までに取りまとめて下さい。 

参
考
3
-
2
3
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